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研究成果の概要（和文）：目的は、市単位の系統的不登校減少対策の開発であった。対象は、2
つの市の教員及び児童、生徒、不登校生であった。典型的不登校事例のアセスメントを実施し
て考案した欠席電話対応と欠席早期校長面接、再登校支援のための 6ステップを実施した。結
果、2市の全不登校数は、125 人から 76 人、121 人から 74 人と減少し、特に中学校不登校発現
率は、4.74％から 2.83％、4.27％から 2.35％となった。本プログラムの有効性が示され、今後
は、問題行動未然防止対策を検討する。 
 
研究成果の概要（英文）：This study is intended to develop the systematic programs for a 
decrease of the schoolchildren with school refusal. This study is targeted for the 
teachers and the students in two cities. The programs with 6 steps for the appropriate 
coping in telephone communications for absence, the interviews with the principal on the 
early stage and the support for shaping going-to-school behavior were carried. The 
programs was    devised on the basis of the assessment for the cases of the schoolchildren 
with school refusal. As a result the number of all students with school refusal in 2 cites 
decreased from 125 to 76, from 121 to 74.In particular ,the incidences of the junior high 
school students with school refusal decreased from 4.74% to 2.83%, from 4.27% to 
2.35%.This study showed the  effectiveness of the programs. As a future problem, the 
preventive programs against problem actions will be examined 
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1．研究開始当初の背景 
(1)増加傾向の不登校：2007 年の文部科学省
学校基本調査によると全国国公立私立の小
学校、中学校における不登校数が 5年ぶりに
増加した。不登校数は、小学生 2 万 3824 人
（0．33％）、中学生 10万 2940 人（2．86％）、

合計 12 万 6764 人であった。不登校は、適切
な対処を受けないと社会的引きこもり、ニー
トといった問題を生じさせてしまい、教育上
の問題だけではなく、日本の社会保障制度等
の根幹を揺るがす問題となっていた。 
（2）「登校刺激を与えない」という不登校対



応への批判：不登校増加という結果から、「登
校刺激を控える」「温かく子どもを見守る」
という当時主流であった方法論が批判され
ていた。不登校減少に効果がみられないこと、
いくつかの対象事例の性質から帰納的に導
き出された方法であること、事実の解釈に基
づく不登校原因論であることが批判の根拠
であった（小野,1997）。 
(3)多様なタイプの不登校の出現への対応：
1960 年代は、神経症タイプの不登校、1980
年代以降は不安・恐怖感が言語応答や客観的
尺度に現れないタイプの不登校（上
里,1985；茨木,1986）が報告された。そこで、
多様な不登校発現メカニズムに対応した不
登校支援を行うために行動アセスメントの
開発が要請された（小林ら,1989)。そして、
行動アセスメントを備えた系統的包括的支
援アプローチが構築されてきた（例えば、小
野ら,1999；小野,2003）。 
 
2．研究の目的 
(1)市単位での不登校対策の課題：近年、全
国的な不登校増加への対策として、市町村教
育委員会単位で不登校支援対策が実施され
ることが多くなってきた（例えば、小林・小
野,2005）。 
小林（2005）の K市の不登校半減の取り組

みは、個票システムを主力とし、結果は、市
全体の総欠席数評価による 3割減少であった。
この実践は、市単位での不登校減少対策研究
の先駆的なものとして高く評価される。しか
し、この実践は、不登校対策の基盤に系統的
な行動アセスメントによる不登校支援シス
テムがないという課題を内包していた。 
(2)不登校児童生徒の行動アセスメントによ
る不登校対策：小野（2006）は、不登校に対
する行動アセスメントを備えた系統的個別
不登校支援システムを応用して町単位の不
登校減少対策を実施した。予防策として、行
動アセスメントに基づいた欠席チェック体
制、欠席早期校長面談の実施、個別支援計画
による再登校支援、再発防止学力バックアッ
プなどを実施した。その結果、対策開始 1年
6 ヶ月で 1 中学校 4 小学校における不登校数
は、0 となった。この町単位での不登校減少
実践において、小野（2006）の方法論の効果
が検証されたことから、市単位での不登校対
策への応用可能性が示唆された。そこで本研
究では、小野（2006）を市単位の不登校減少
対策の方法論に改良し実際の現場適用によ
り検討することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1)対象：A市及び B市の公立小学校及び中学
校の研究協力校の全教員、全児童生徒であっ
た。 
A 市は、市内の小学校及び中学校数は、小

学校10校、中学校5校の合計15校であった。
不登校児童生徒の出現率は、対策実施前の平
成 19 年度は、中学校で 4.74％、小学校で
0.62％であった。 
B 市は、市内の小・中学校数は、小学校 18
校、中学校 5校であった。不登校児童生徒の
出現率は、平成 18 年度は中学校で 4.27％、
小学校で 0.59％であった。 
両市の不登校発現率は、全国平均不登校発
現率を大きく上回っていた。そこで、両市の
教育委員会は、不登校減少対策の実施を決定
し、そのスーパーバイザーを研究代表者に依
頼してきた。研究代表者は、その依頼を受諾
した。 
(2)不登校減少対策の方法の概要：本研究の
方法は、以下の内容であった。 
①小野（2006）に基づく不登校典型事例アセ
スメント：行動アセスメントの着眼点は、不
登校発現前の行動特性、不登校発現経過、全
般的な状況の変化、学校・学習をめぐる状況、
家庭をめぐる状況、その他であった。 
②教員の欠席対応アセスメント：欠席行動ア
セスメントに際しては、子ども、家庭、学校
の 3つの領域から情報を収集した。その際、
欠席の前、欠席時、欠席後の周囲の対応に関する情
報を収集した。行動アセスメントとしての情報統合は、
3領域、3次元から情報を収集し、9領域に整理し、家
庭、学校領域に関しては、「どのように子どもへの対応
を変容したら良い方向に行くか」、子ども本人に関して
は、「何を身につけたら良い方向に行くか」を考えて方
針、対応を立案した。 
③不登校発現予防対策：行動アセスメントに
基づいて対応マニュアルの作成及び研修講
演（年 3回）を実施する。 
④評価：対策実施評価は、教師に対するアン
ケート（年 3回）、対策効果は、不登校数（前
年度比較等）及び不登校発現率とした。 
⑤再登校支援：再登校支援を希望する不登校
に対する小野（2006）を基にした直接支援、
教師に対するコンサルテーションを実施す
る。 
(3)不登校発現予防対策の実際：①不登校典
型事例アセスメント：A 及び B 市における
不登校の典型事例を教育委員会事例検討
時に研究代表者に報告してもらった。報
告から、不安のみられる不登校は少なく、
怠学傾向の不登校が多いという傾向がみ
られた。典型例を以下に示す。対象児が、
登校の朝「いきたくない」と訴えた。それに
対して、保護者が、欠席理由をよく確認せず
に学校に欠席連絡をしたり、欠席させて欠席
理由に対処しなかったりといった対応をし
た。この保護者の学校への欠席電話連絡に対
して、担任が受容的対応を実施する。この繰
り返しで対象児が長期の欠席状態となる。授
業不参加の為、学習困難感が強まり、学校場
面における不快場面が増加し、継続不登校状



態となった。対象児は、家に閉じこもり、テ
レビゲームを 1日中行っていた。 
以上、不安等がみられない発現メカニズム

の不登校であった。すなわち、不快場面から
の回避行動が正の強化刺激の提示によって
維持されているタイプであった（小林
ら,1989）。 
②教員の欠席対応アセスメント：A 及び B 両
市の指導主事から、不登校発現率の高い
中学校場面での欠席電話受付状況の情報
を研究代表者に提供してもらった。 
不適切な理由を教員が容認すると、そ

れが誘発条件となって欠席が増加し、そ
の結果、学習困難などが生じ継続的な欠
席となり不登校につながっていた。 
また、A 市においては、教育委員会実施

の全教職員対象のアンケートによると平
成 20 年 5 月時点（対策実施 1 年目）で保
護者からの欠席電話連絡時の欠席理由確
認（不適切な理由は容認しない）は、中
学校教員の 49％が実施していなかった。 
B 市教育委員会による全教職員対象の

アンケート結果によると平成 19 年 5 月時
点（対策実施 1 年目）で保護者からの欠
席電話連絡時の欠席理由確認は、小学校
教員は 82％、中学校教員は 46％の実施で
あった。以上のことから、前述した不登
校発現メカニズムは、A 市の典型例及び B
市の特に中学校における典型例と判断し
た。 
この不適切な理由による欠席が不登校

状態につながっていることから、次に予
測される問題は、このような理由の欠席
が年間 7 日以上となった場合の学校教育
法施行令第 20 条及び第 21 条に定められ
た校長判断による対応が実施されていな
いことであった。 
そこで、A 及び B 市教育委員会に市内全

校長の年間 7 日間以上欠席した児童生徒
に対する保護者面接等による理由確認を
実施しているかを調べたところ、この対
応を実施していた校長は、A 市、23 人、B
市 15 人の小学校、中学校校長のうち 0 人
（0％）であった。 
③不登校予防の対策方針：以上のアセスメン
トから、A 及び B 市の不登校予防対策の方針
は、主に中学校の不適切な理由による欠席と
いう家庭の不登校誘発条件を除去するため
に、教員は、保護者からの欠席電話連絡時の
対応パターンを変容させることとした。担任
対応時で対応困難であった場合は、7 日間以
上欠席した時点で校長が対応し、不登校の家
庭誘発要因を除去し不登校発現を予防する
こととした。 
④不登校予防の手順：具体的な対応の手順を
以下に示す。教員の通常欠席電話対応は、
前提として、適切な欠席手順を保護者に周

知徹底させ、欠席理由を毎回必ず確認する、
病気（医師が診断したもの）や家庭の事情（忌
引きなど）等、法的に認められた理由の場合
のみ欠席を認める、法的に認められた欠席理
由（忌引き、病気等）以外の理由である場合
には、登校する（保健室や別室登校を含む）
ように保護者に伝える、病気が理由の場合、
子どもを病院に連れて行ってなければ、病院
へ連れて行くように保護者に伝える、病気が
理由の場合、体温測定や医師の診断結果を保
護者に確認する、病気で休んだ日には、医師
の治療を受け、医師の指示通り安静に過ごし
ていたかを確認する。 
校長の欠席早期面接対応は、年間累

積欠席日数が７日に達した児童・生徒に対し
て、校長・保護者・本人による面談を実施す
る、校長は保護者に欠席の理由を聞き、正当
か、不当かを判断する、校長は、不登校であ
ると判断した場合、個別支援計画の作成を指
示し、その遂行を管理・監督する、校長は欠
席の理由が不当だと判断した場合には、保護
者にそのことを伝え出席させるように指導
する。 
A 及び B 市の全教職員への方法の関する情
報提供として、「欠席連絡電話対応マニュア
ル」を作成し、市内全小中学校に配布した。
また、研究代表者による教員研修講演におい
て上記の手順を説明した。 
(4)再登校支援の実際：再登校支援希望の不
登校 5名を対象とした。対象に対して、小野
（2006）を基に個別支援計画を作成して支援
を実施した。面接 10 回、学校コンサルテー
ション 20 回実施した。 
 
４．研究成果 
(1)再登校支援の成果：再登校支援希望の不
登校 5 名の支援を実施し、5 名の再登校を達
成した。 
(2)不登校児童生徒数、発現率の変化：平成
20 から 22 年度対策実施の A 市の不登校児童
数は、平成 19 年 29 人から平成 22年 18 人と
減少し、不登校発現率も 0.62%から 0.39%に
減少した。平成 19 年度の不登校発現率と平
成 22 年度の不登校発現率についてχ2検定を
実施した。その結果、χ２（１）＝5.324，p
＜.05 で有意であり、対策実施前後で発現率
が有意に減少したと考えられる。 
不登校生徒数は、平成 19年 96 人から平成
22 年度 58 人に減少し、不登校発現率は、
4.74％から 2.83％に減少した。 
平成 19年度と 22年度の不登校発現率につ
いて、χ2検定を実施した結果、χ２（１）＝
10.07， p＜.05 で有意であり、対策実施前後
で不登校出現率が有意に減少したと考えら
れる。 
 平成 21から 22年度対策実施の B市の不登
校児童数と不登校発現率は、対策実施前の平



成 18 年度 25 人から対策終了の平成 21 年 19
人と減少し、不登校発現率も 0.62％から
0.39％に減少した。 
不登校生徒数は、平成 18年度 97 人であっ

たのが53人と減少し、不登校発現率も4.27％
から 2.35％に減少した。平成 18 年度の不登
校発現率と平成 21 年度の不登校発現率につ
いて、χ2検定を実施した。その結果、χ２（１）
＝15.22，p<.01 で有意差がみられた。対策前
と対策後で有意に不登校発現率が減少した
と考えられる。 
以上、本研究の対象となった 2 つの市は、

不登校減少対策の 2～3 年の実施により不登
校数及び不登校発現率が大幅に減少した。特
に中学校における減少率は大きかった。 
(2)成果の意義：本研究の成果は、小林・早
川・大熊・副島（2009）、早川・小林（2010）
と比較して、対象とした市の規模が 20 万人
と 8万人と異なるが、対策実施 2年で対策開
始年度比不登校減少率 40％（2市）は、これ
らの研究の 25％減（対策開始年度比）より優
れた成果を示している。 
したがって、本研究は、教育制度の異なる

外国にはない日本独自の研究であり、現時点
でトップレベルの実効性のある市単位の不
登校対策の方法論を提案したといえる。 
さらに、研究面のみならず不登校問題に悩

む教員、保護者、地域社会に大きな社会貢献
をもたらしたといえる。 
(4)今後の展望：今後、さらに有効な方法論
の開発のためには、不登校予防対策の充実が
必要である。学級担任が、学級内における児
童生徒の問題行動発現を予防する方法論、
「教師の問題解決のための 10 ステップ」を
不登校対策に組み込んだ方法論を開発、検討
する予定である。 
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